
東大和市立第八小学校  

学校いじめ防止等のための基本方針  
令和６年４月３日改定  

【学校経営の基本理念】  

学校は子供にとって楽しいところ。決して、辛くて悲しいところであってはならない。  

○学校は、子供一人一人に「確かな学力、豊かな心、健やかな体」を育むところ  

 ○学校は、子供一人一人の居場所があるところ  

 ○学校は、子供の笑顔があふれるところ  

 ○学校は、安全で安心なところ  

○学校は、家庭・地域と共に歩むところ  

  

いじめの定義 ＜いじめ防止対策推進法 第二条 第１項＞  

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児

童等と一定の人間関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（イ

ンターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等

が心身の苦痛を感じているものをいう。  

  

いじめの禁止 ＜いじめ防止対策推進法 第四条＞  

 児童等は、いじめを行ってはならない。  

  

重大事態の定義 ＜いじめ防止対策推進法 第二十八条 第１項 １号・２号＞  

○いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた

疑いがあると認めたとき。  

○いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なく

されている疑いがあると認めるとき。  

  

Ⅰ いじめ問題に関する本校の基本的な考え方  

いじめは、いじめを受けた子供の心に長く深い傷を残すものであり、どの学級でも起こ

り得るという認識の下、日常的に未然防止に取り組むとともに、いじめを把握した場合に

は、速やかに解決する。とりわけ、子供の尊い命が失われることはあってはならず、早期

発見・早期対応を基本として取り組んでいく。  

  

  

  



Ⅱ いじめ防止等の対策のための組織  

１ 組織名：「いじめ防止対策委員会」  

２ 構 成：校長、副校長、主幹教諭、教務・生活指導主任、学年主任、養護教諭、  

ＳＣ、その他校長が必要と認める者（ＰＴＡ等）  

３ 開 催：定例会（学期１回）、臨時会（随時）  

４ 内 容：実態把握と確認、未然防止策、早期解決のための具体策の協議ほか  

５ その他：重大事態が発生した場合については、市教育委員会、関係諸機関等との連

携を図り、別に対策検討会を設置する。  

Ⅲ いじめ未然防止の取組  

○ 「いじめは絶対に許されない」「いじめを見て見ぬふりをしない」という一致した

認識を教職員がもつとともに、児童が自覚するために学校全体で取り組む。また、

人権問題を他人ごとではなく、自分ごととして考え、自分の幸せとともに、みんな

の幸せを考えることのできる児童を育成する。  

１ 教員の指導力の向上と組織的対応  

（１）いじめに関する校内研修の計画・実施  

（２）「いじめに関する授業」の実施、職員会議等で副校長よりいじめをしない資質

を育てる指導（学期に１回）と職員会議で人権担当者からのミニ研修を行う。

特に、特別の教科、道徳の充実（親切・寬容・誠実・節度・友情など）  

（３）分かる授業、よさを認める機会や場の設定、児童が参加・活躍できる学校作り  

２ いじめを防止し、いじめを見て見ぬふりをしないための取組  

（１）児童会等、児童の主体的な取組の啓発、標語・宣言等の取組  

（２）いじめ防止委員会を設置し、児童の主体的な取組を推進する。  

（３）学校通信、学級通信等を活用した保護者と連携・協力  

Ⅳ いじめ早期発見に向けての取組  

１ いじめの「見える化」① ～日常生活から萌芽を素早く察知～  

（１）スクールカウンセラーによる面接（対象：２～５年生個人全員面接）  

（２）担任との面談  

（３）全教職員による校内巡回等を通じた児童の観察（常時）  

（４）下校指導（学期に複数回）  

（５）各種相談機関の周知、保護者への啓発  

２ いじめの「見える化」② ～被害の児童、周囲の児童からの情報収集～  

（１）毎月の「いじめアンアンケート」の実施・相談・報告  

（２）保護者アンケートの確実な実施（６月・１１月・２月）  

（３）校長室・保健室・ホットルームなど、学校の駆け込み相談体制の整備  

（４）全校朝会における校長講話のあとの学級ごとの主体的な取組  

（５）記録とファイリングを工夫した情報の共有  



Ⅴ いじめ早期対応の取組  

Ａ 児童への対応  

１ 事実の明確化（可能な限り）・・当該児童から聴き取る。  

【聴き取り】  

(１)日時・場所 （２）聴取者（１人）  

※ 絶対にしてはいけないこと  

    ①複数の児童から一緒に聴き取ること（→必ず、１人ずつ）  

②加害児童と被害児童を一緒に聴き取ること（→必ず、別々に聴き取る）  

（３）事実（時系列で記録に残す）  

２ 管理職（校長）への報告（必要に応じて市教委・警察等へ報告）  

３ 被害児童のケア・・・養護教諭が窓口となり、ＳＣにつなげる。  

４ 加害児童への指導・・即日対応・・言い分があるか（善悪の判断の有無）  

５ 学級・学年全体への指導・・・事実の説明、なくすための一人一人の協力、                  

の必要性と意欲の喚起、他のケースの情報把握  

Ｂ【保護者への対応】・・即対応、丁寧な連絡  

①に訪問、②に来校 ※「電話だけ」では不足と心得る。  

６ 加害児童と被害児童の保護者への連絡    被害→加害の順 保護者同士の連絡

を要望する  

Ｃ【教職員への情報提供と共有化】  

 ・適時・・・早く知れば、早く配慮が可能。担任一人で抱え込まない。  

  

Ⅵ 重大事態への対処  

１ 被害児童の保護・ケア   

（１）いじめられた児童の保護、安全確保・・・教員、ＳＣ  

（２）いじめられた児童が落ち着いて教育を受けられる環境の確保  

（３）関係諸機関（ｽｸｰﾙｿｰｼｬﾙﾜｰｶｰ、サポートルーム）からの支援  

２ 加害児童への働きかけ  

（１）別室での学習の実施  

（２）必要に応じて警察への相談・通報  

（３）懲戒や出席停止等の検討（教育委員会と連携）  

（４）加害の児童とその保護者に対するケア  

３ 市教育委員会等への報告と指示、調査への協力  

  

  

  



Ⅶ いじめ対策年間指導計画  

 



12 

月  

いじめのミニ研修⑧  担任との面談  

  

  

  

１

月  

いじめのミニ研修⑨  

  

担任との面談    

２

月  

いじめの授業③  

いじめのミニ研修⑩ い

じめの聞き取り  

情報の共有化と対策い

じめ対策委員会③  

  

  

「友達との関わりアンケー

ト」⑤、保護者アンケート

③ 担任との面談  

  

３

月  

新年度計画  

  

１年間の反省  

  

保護者会で説明  

  

＜定期的な取組＞  

教員…看護当番による朝のあいさつ、休み時間の見回り活動、いじめに関する授業の実

施、週１回の情報共有（生活指導夕会）  

児童…いじめ対策委員によるいじめをなくすための啓発運動（月目標の提示と呼びか

け）  

   

Ⅷ 関連法規  

１ 教育基本法  

（教育機会均等）  

第四条  すべて国民は、ひとしく、その能力に応じた教育を受け入れる機会を与えられな

ければならず、人種、信条、性別、社会的身分、経済的地位又は門地によっ

て、教育上差別されない  

（学校教育）  

第六条２ 前項の学校においては、教育の目標が達成されるよう、教育を受ける者の心身

の発達に応じて、体系的な教育が組織的行われなければならない。この場合に

おいて、教育を受ける者が、学校生活を営む上で必要な規律を重んじるととも

に、自ら進んで学習に取り組む意欲を高めることを重視して行わなければなら

ない。  

（家庭教育）  

第十条  父母その他の保護者は、子の教育について第一義的責任を有するものであって、

生活のために必要な習慣を身に付けさせるとともに、自立心を育成し、心身の

調和のとれた発達を図るよう努めるものとする。  

  

  



２ 学校教育法  

第四章 小学校  

第三十五条 市町村の教育委員会は、次に掲げる行為の一または二以上を繰り返し行う

等性行不良であって他の児童の教育に妨げがあると認める児童があるときは、その保

護者に対して、児童の出席停止を命ずることができる。  

      一 他の児童に傷害、心身の苦痛または財産上の損失を与える行為       

二 職員に傷害または心身の苦痛を与える行為       三 施設または設備を損壊

する行為  

      四 授業その他の教育活動の実施を妨げる行為  

  

３ いじめ防止対策推進法  

（学校及び学校の教職員の責務）  

第八条 学校及び学校の教職員は、基本理念にのっとり、当該学校に在籍する児童等の保

護者、地域住民、児童相談所その他の関係者との連携を図りつつ、学校全体でい

じめの防止及び早期発見に取り組むとともに、当該学校に在籍する児童等がいじ

めを受けていると思われるときは、適切かつ迅速にこれに対処する責務を有す

る。  

（学校いじめ防止基本方針）  

第十三条 学校は、いじめ防止基本方針又は地方いじめ防止基本方針を参酌し、その学校

の実情に応じ、当該学校におけるいじめの防止等のための対策に関する基本的

な方針を定めるものとする。  

  


